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フィリピンにおけるコメの関税化 と国際競争力

福 井 清 一

WTO次 期 農業交渉 を控え,フ ィリピンのコメ政策のゆ くえに関心が集 まってい

る。本稿では,従 来採用 されてきた コメの保護政策は,農 村の貧困問題や,選 挙で

の農民票獲得 を目的 とし,工 業化政策の過程で実施 されてきた為替 レー トの過大評

価 による稲作セクターへの負の影響 を相殺す るための 「見 かけ上 の保護政策」で

あって実質的な保護政策ではないこと,お よび,フ ィリピン米の国際競争力が低い

のは,通 貨の過大評価によるところが大 きく,そ の意味で 「見かけ上の国際競争力」

であることを明らかにし,フ ィリピンにおけるコメ政策の方向を検討する。

キーワー ド 関税化,国 際競争力,DRC,見 か け上の保護政策

1は じ め に

フィリピンの場合,粗 付加価値 で見た農林水産業のシェアーは,80年 の25%か ら2000年 の

17%へ 低下 してはいるものの,労 働力シェアrは80年 の52%か ら98年の40%へ と低下 してい

るに過 ぎず(NSO[1997],BAS[1999]),農 業部門の重要性 は依然 として大 きい。

フィリピンで最 も重要な農産物であるコメの生産量 は,90年 代以降,趨 勢的に増加傾向に

あるが,気 象条件の変動 により年々の変動が大 きく,10年 間で4年 は前年に比ぺて生産量が

滅少 している(表1)。 ただし,1999年 以降は,770万 トン,2000年800万 トン,2001年840万

トンと,3年 連続増加 している。

一方,コ メの消費量は,需 要の所得弾力性が0.63(Sasaki=Villa[1997])と 依然 として高

く,人 口増加率 も2%を 上回っていることか ら,貧 困層を中心 とする潜在的なコメ需要増大

の可能性は依然大 きいと考えられる。

このように,コ メの生産は増加傾向にあるが,需 要の増加がそれを上回 り,イ ンフラ整備

や技術革新が進展 しなければ,輸 入量の拡大は避けられない状況にある。

アキノ政権以降,コ メと トウモロコシについては,国 内価格 を国際価格 より高い水準に維

持する保護政策が強化 されてきたが,通 貨危機以降,ペ ソの減価 により名目保護率が低下 し

(表2),賃 金水準の上昇などにより生産費も上昇 しつつある(表3)。 その一方で,経 済構

造改革の推進,WTO農 業交渉,AFTA-CEPTス キームの実施,日 本,韓 国,中 国などとの

FTA創 設に向けての協議の開始など,コ メをめ ぐる保護主義的な政策に対する自由化圧力

は益々強 くなってきている。



表1米 の需給動向

1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

米供 給量(千 トン)

期首在庫 2117.2 1690.9 1441.2 1499.0 1422.0 1793.0 1976.5 2284.0

生産量 5970.3 6132.2 6850.0 6852.0 7334.0 7325.0 5560.0 7662.0

輸入量 一 210.0 一 263.0 862.0 722.0 2171.0 836.0

総供給量 8087.5 8033.2 8291.2 8613.0 9618.0 9844.0 9707.0 10782.0

米需 要量(千 トン)

輸出量 29.6 　 一 一 一 一 一 一

種子 156.9 161.1 182.0 232.0 244.0 249.0 212.0 286.0

飼 料,そ の他 388.1 398.6 445.0 514.0 587.0 623.0 500.0 728.0

消費量 5822.1 6032.2 6169.0 6445.0 6990.0 6996.0 6711.0 7413.0

一人 当た り消費量(Kg) 91.3 92.4 92.3 94.3 99.9 97.80 91.7 99.2

総需要量 6396.7 6591.9 6792.0 7191.0 7821.0 7868.0 7377.0 8427.0

米 の在庫(千 トン) 1627.2 1380.0 1257.2 941.9 1602.1 1818.0 1927.1 2380.9

《7月1日 時点》

うちNFA保 有分 634.5 300.2 95.8 28.7 525.2 739.3 911.9 1233.9

(出所)BASAgriculturalStatisticsOnline.

表2実 質 為 替 レ ー トの 過 大 評 価 と農 業 保 護 率(名 目)%

年 1970-79 1980-84 1985-89 1990-94 1995 1998

米 一4 一13 16 19 65 一1d

為替 レー トの過大評価

(%)
20-27 28a 26b 21c 16 一1d

(出 所)1995年 まで の 名 目保 護 率 は,David[1997],Table4よ り。1998年 の 保 護 率 は,BAS[1999]の 資 料 に よ り,

Davidと 同様 の 方法 で 筆 者 計 算 。

為 替 レー トに つ い て は,1990-94年 まで は,IntalandPower[1991],Medallaetal .[1995]よ り。1995,

1998年 は,フ ィ リピ ン 中央 銀 行 資 料 よ り,Medallaetal,前 掲 書 と同様 の 方 法 で 筆 者 推 計 。

(注)a1980-82年 。

b1989年 。

c1992年 。

d1998年8月 まで 。

しか し,他 方で,フ ィリピン政府は,需 給逼迫基調 にあるフィリピンの コメ需給情勢のも

とで貧困問題 を軽視できない政治的事情や従来のコメ管理政策下における既得権益層の抵抗 ,

などの問題に直面 し,コ メの保護政策を容易に変更できない状況にある。

一般に,経 済発展にともなう農業部門における過剰就業問題 が解消 し,食 料問題の重要性

が低下 し農業調整問題が新たな課題 となる段階において,農 業政策の保護政策への基調変化

が起 こる(速 水[1986]),と されている。この変化は,通 常,一 人当た りGDPが 世界全体の

平均水準の2.6倍(1999年 で12714ド ル)を 超えてから起 こる(TyersandAnderson[1992])



表3コ メの生産費 とその構成

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

コ メ

実質単位重量当たり

生産費(Peso/kg)

全体平均 3.31 3.64 3.47 3.66 4.17 4.23 4.17 4.55

潅概地域 3.49 3.67 3.55 3.70 4.25 4.29 4.19 4.56

非潅瀧地域 2.58 3.37 3.11 3.39 3.76 3.88 3.95 4.40

労働費の割合(%) 30.5 41.5 41.1 42.9 43.0 42.7 47.9 49.9

(出所)BAS資 料。

(注)実 質単位重量当たり生産費は,1991年 を基準に計算した。

表4既 往研究におけるDRC推 計値

1966 1970 1979 1986 1990 1994

Baulita-InocencioandDavid推 計

潅 概 地 域

非 潅 概 地 域

Estudilloetal.推 計

1.11

1.15

1.06

1.04

1.08

1.20

0.52

0.61

0.73

0.80

0.79

1.00

1.00

0.95

1.21 1.59

(出 所)BaUlia・lnocencioandDavid[1995],Estudilloetal.[1999].

のであるが,フ ィリピンの場合には,こ れよりかなり早い段階(1980年 代中頃,一 人当たり

GDP=約600ド ルの段階)で 起 こっている。このような,食 料問題 と農業調整問題 とが並存

するという,従 来の仮説では説明できない状況は,為 替 レー トの過大評価 と関連 しているも

のと考えられる(DavidandHuang[1996])。

また,農 業保護の重要な論拠 となる国際競争力の低下については,フ ィリピンの場合,

Baulia-InocencioandDavid[1995]やEstudilloeta1.[1999]な どにより,1980年 代中頃

から競争力が失われているという推計結果が報告 されている(表4)。

本稿の課題は,a)こ のような政策転換仮説の妥当性 を為替 レー トの過大評価 という視点

から検証 し,フ ィリピンにおけるコメの保護政策は,農 村の貧困問題や,選 挙での農民票獲

得 を目的 とし,工 業化政策 の過程で実施されて きた為替 レー トの過大評価による稲作セク

ターへの負の影響(Bautista[1992])を 相殺するための見かけ上の保護政策であって,実 質

的な保護政策ではない,こ とを明 らかにすること,b)フ ィリピン米の国際競争力が低いの

は,通 貨の過大評価によるところが大 きく,そ の意味で 「見かけ上の国際競争力」であるこ

とを示すこと,お よび,c)通 貨危機以降,コ メの国際市況が急速に緩和 し国際価格が低落

する趨勢にある一方,通 貨の過大評価は是正され切 り下がるという情勢下で,従 来の保護政

策 を維持することの意義 について検討することである。

そのために以下ではまず,フ ィリピンにおけるコメ政策の展開過程 を 「見かけ上の保護政
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策」 という視点から整理 し,直 面する政策課題について説明する。次に,フ ィリピン米の国

際競争力を実質均衡為替 レー トの推計により再検証 し,競 争力は必ず しも失われているとは

言えないこ とを示 した うえで,WTO次 期交渉におけ るコメの関税化,NationalFood

Authority(NFA)改 革 といった政策転換の妥当性 について検討す る。

2フ ィリピン ・コメ政策の展開過程

1)「 農業搾取政策」から 「見かけ上の保護政策」ヘ

マルコス政権下の1970-80年 代前半には,主 要穀物については,政 治的安定,工 業部門の賃

金抑制等を考慮 して,国 家穀物公社(NationalGrainAuthority:NGA,後 のNFA)に よる

国内 ・国境統制により消費者価格を低 く抑制 し,同 時に生産者価格 も国際価格 より低い水準

に抑制 した。ただ し,ア グリ ・ビジネスなどの利益団体の政治的影響力が強い,ト ウモロコ

シ ・鶏肉などは保護 された。(表2参 照)

アキノ政権下(1986-92年)で は,マ ルコス期に実施 された農産物の生産・流通統制が,コ

メ ・トウモロコシを除いて廃止 された。コメについては,農 村における貧困対策の一環 とし

て,価 格が引 き上げられ,国 内価格が国際価格 より高 くなったが,為 替 レー トの過大評価 を

考慮に入れた実質的な保護率はゼロもしくはマイナスであった。(表2参 照)

ラモス政権(1992-98年)に 代わっても,95年 のコメ危機 までは,名 目保護率は正であった

が,実 質的な保護率はゼロもしくはマイナスで,政 策の基調はアキノ政権 と変わらなかった。

93,94年 にはガ ット・ウルグアイラウン ド農業交渉が行われ,94年 に締結 された農業協定

により,数 量制限から関税化へ と大 きく変化 し,多 くの農産物は,協 定により関税化 に移行

したが,米 は特例 として関税化 を免れた。95年 には,政 治的判断でコメの輸入が抑制され,

その結果,マ ニラ首都圏でコメが不足する,い わゆる"コ メ危機"が 発生 した。ラモス政権

は,こ れを契機 に,緊 急増産対策 を実施すると同時に,コ メの国内価格を大幅に引き上 げ,

保護率は急上昇 した。(表2参 照)

その後,95年 の コメ危機のような事態は発生せず,エ ス トラーダ政権(1998-2001年)の も

とでは,ラ モス政権前半に打ち出された,農 業部門の近代化,貿 易 自由化の推進および貧困

の削減 ・食料の安定供給 を農業政策の目標 として掲げ,こ れ らの 目標 を同時に達成するため

に,AFMA(AgricultureandFisheryModemizationAct)に 沿って農業生産性の向上 と資

源の有効利用 を推進 し生産性 を向上させ る近代化事業(GinituangMasaganangAni;Go

ModernAgriculture)を 実施することとした。また,そ の一方で,い まだ関税化に移行 して

いないコメ政策の改革にも着手 した。現在のアロヨ政権(2001年 一)も 基本的に前政権の方

針 を踏襲 している。



2)ラ モス政権以降におけるコメ政策の展開

1994年 に締結された,ガ ッ ト・ウルグアイラウン ド農業協定合意内容の詳細は,表5の と

お りである。

表5主 要農産品に関するガット・ウルグアイラウンド農業合意の内容

品 目
ミニマム ・アクセス

枠外関税率(%)

ミニ マ ム ・ア ク セ ス

(VoL)(ト ン〉

1995年 2004年 1995年 2004年

米(糟 米) 合意無し 合意無 し 59730 238940

(50%) (50%)

トウ モ ロ コ シ 100 50 130160 216940

(35%) (35%)

砂 糖 100 50 38430 103400

(50%) (50%)

豚 肉 100 60 32520 54210

(30%) (30%)

鶏 肉 100 40 14090 23490

(50%) (50%)

牛 肉 4000 5570

(30%) (30%)

生 豚 2570 2570

(千頭) (30%) (30%)

生 鶏 5708.12 9513.54

(千羽) (40%) (40%)

生 牛 12.20 20.34

(千頭) (30%) (30%)

コ ー ヒ ー 600 600

(50%) (50%)

ニ ン ニ ク 100 40

タマ ネギ 100 40 1610 2680

(30%) (30%)

ジヤガイモ 100 40 930000 1550000

(50%) (50%)

キャペ ツ 100 40 2100 3510

(30%) (30%)

(出所)農 業省 資料。

(注)括 弧内は,枠 内の関税率 を示 す。

これ により,米 を除 くすべての農産物が関税化 されることとなったが,農 業合意によって

国内農業者が直ちに影響 を受けないように配慮 されたため,関 税率は,EO470の もとで予定

されていた関税率をミニマム ・アクセスの関税率が下回 らないように設定されている。
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米については,関 税化特例措置により10年間は関税化 されないことになり,ミ ニマム ・ア

クセスを受け入れ,2004年 までにその枠を拡大するという内容になっている。

ウルグアイ合意以前の関税化法EO470で は,NFAの 許可を得てPropagationの 目的で

民間の輸入業者が米を輸入する場合の関税率が,95年 時点で50%と なるよう定められた。そ

れ以外の輸入は別の法令(PD4)に より民間業者には認められていなかった。ウルグアイラウ

ン ド合意後は,ミ ニマムアクセス枠内の関税率は50%で 民間業者に枠が割 り当てられ,枠 を

越える部分 についてはNFAに よる輸入 となった。 したがって,ウ ルグアイラウン ド農業合

意によって,米 の国境措置は何 ら変わらなかった,と いってよい。

1996年3月 に,RA8178(AgriculturalTarifficationAct)が ラモス大統領 によって承認 さ

れ,よ うや く米を除 く農産物の輸入数量制限を関税 によって置 き換えられることになり,数

量制限を容認する既存の法律は無効になった。 この間,1995年 後半には輸入不十分のため農

産物価格が高騰 し,高 率の関税が必ず しも食糧の安全保障を確保するわけではないことを,

政策担当者や農業関連利益団体に確信 させた。そのため,こ の法律では,農 産物の不足 また

は異常に価格が高騰 した時に,大 統領が議会 に対 して ミニマム ・アクセスの修正を提案でき

る権限を与え,議 会が大統領の提案後15日 以内に答えない場合 には提案が了承され るという

内容が盛 り込まれた。

現在,米 の価格,流 通,貿 易政策については,国 家食糧公社(NationalFoodAuthority:

NFA)が 担当しているので,NFAを 中心にその制度 と機能について説明する。

マル コス政権下で食料の国家統制の役割 を担っていたNFAは,ア キノ政権以降,よ り自

由で市場志向型の経済 を強調 した政策変化 と自由化 ・民営化 ・規制緩和への潮流に対応する

ため,自 由化,民 営化を推進 し,NFA関 連の財政支出を削減するという方針が明確に打ち出

された。

しか し,1995年 のコメ危機以降は,再 びNFAの 役割が見直され,1998年7月,エ ス トラー

ダ政権発足後 には,管 轄が農業省か ら大統領府へ移管 され,1998年9月 の行政令第22号 によ

り,NFAが 基本的食糧の価格 ・供給の安定に介入する権限を付与された。このように,エ ス

トラーダ政権下では,ア キノ・ラモス政権下の趨勢とは逆に,NFAに よる市場介入への権限

が強化 される傾向にあった。

NFAは,食 糧の安全保障の確保 と主要穀物の価格 ・供給の安定化を図 ることを目標 として

設立された組織 であ り,そ のために,輸 入や籾の農家庭先価格の支持 と一定の価格での白米

の放出を行 う直接的介入政策 と,農 民がNFAに 籾や トウモロコシを販売する誘因を与え需

給情勢に間接的影響を与 える,間 接的介入政策 を実施 している。

このような市場介入政策 を実施するには,NFAが 緩衝在庫 を保有す る必要がある。緩衝在

庫政策にっいては,NFAは 常に最低15日 分(1993年 は26.55万 トン,1994年 は28.05万 トン)
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の 国民消費量に当たる量の米 を備蓄 し,米 の端境期である7月,8月,9月 を前に した毎年

7月1日 時点で,最 低30日 分(93年 は53.1万 トン,94年 は56.1万 トン〉の国民消費量に当たる

米の在庫を保有することが義務づ けられている。ただ し,米 が過剰気味あるいは,過 剰にな

ると予測され る場合には,農 業省長官の判断で,前 者は7日 分を下回らない量,後 者は15日

分を下回らない量まで下げることが可能である。

NFA在 庫米の多 くは,輸 入米である。米の輸入は,NFAに より一元的に行われている。

輸入の決定は,① 毎年年末 に,そ の時点における総在庫量(民 間,NFAを 含む)とBASの

生産量 ・消費量予測値 とにもとついて,翌 年6月30日 時点の在庫量予測を行い,総 在庫量が

国民消費量の90日 分(93年 で159.3万 トン,94年 で168.3万 トン)以 上 あれば輸入せず,90日

分に満たない場合,あ るいは②毎年6月30N時 点でNFAの 在庫が,国 民消費量の15日 分に

満たない場合 に,関 係各省庁(NFA,BAS,NIA等)の 代表 により構成 された,`lnterAgency

Committee(IAC)'の 判断で議長である農業省長官から大統領に上申され,大 統領の許可を

得て最終決定 される。

上述の ようなNFAに よる市場介入が,価 格の安定,安 定的食糧供給のために有効である

ためには,政 府による緊急時における統制が効果的である必要がある。

NFAは,そ のために,米 の生産や流通 に関する情報を収集 し,米 穀流通関連業者(精 米,

集荷,卸 売,小 売,倉 庫,輸入業etc.)が 効率的流通 を実現するよう,米 穀流通関連業者のラ

イセンス制,登 録制を実施 し,規 則 を遵守 させ るために監視活動を行 うことになっている。

3)コ メ政策改革

現行米穀管理政策については以下のような問題点が指摘 されている。

a)特 例措置の下での米の管理政策は,行 政・運営費用が嵩み,NFAの 収支はほ とん ど常に

赤字であ り(表6),こ れは,NFAの 運営 の非効率性 による ところが大 きい(AGILE

[2000])。

b)特 例措置は,フ ィリピン政府がIMFの 監視下で実施 しようとしてきた構造改革 とは矛

盾す る面が多い。

c)NFAに よる輸入量の決定は,政 治的介入の余地が大 きい不透明なシステムになってい

る。

d)NFAの 介入は,民 間部門の投資を抑制 し市場統合を阻害する(Umali[1990])。

e)NFAに よる市場介入は,農 家庭先価格 を抑制する(Clarete,et.a1,[1992])。

f)NFAの 価格政策は,一 般市民に高米価 を負担 させる(Roumasset[1999])。

この ように,現 行米穀管理政策は,政 策その ものが保護的であるというばか りでな く,そ

の実施機関であるNFAの 非効率性,輸 入量の政策的決定の不透明性に も問題があるとされ,



表6NFAの 収支決算,1988-98(単 位:百 万ペ ソ)

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

農産物販売粗利潤 28.96 106.89 840.15 一55 .16 一623 .91 610.63 67.25 26L46 2899.15 2710.61 2012.59

経常支出; 1107.92 1059.22 1226.53 1608.86 1726.86 1299.33 1172.44 1206.01 1638.67 2654.18 3450.15

行政費 470.83 533.30 574.58 705.96 820.74 621.43 185.02 219.66 302.42 340.03 575.01

経営費 637.09 525.92 651.96 902.90 906.12 677.91 987.43 986.35 1336.24 2314.15 2875.14

その他所得 314.62 242.74 201.41 114.83 254.24 151.03 205.02 220.96 239.62 163.69 385.57

その他の支出 1014.97 1075.78 840.77 1214.94 997.21 841.81 325.57 229.55 222.88 115838 1193.38

政府の補填 を除 く

純利益 一1779
.3
一1785

.4
一1025

.8
一2764

.1
一3093

.7
一1379

.5
一1225

.8
一953
.1 12772 一938 .26 一2245 .37

政府の補填 1.10 1720.37 900.25 995.56 1530.0 1757.95 1248.71 955.35 923.08 1500.0 1223.12

純利益 一679 .3
一65
.0 一125 .5 一1766 .6 一1563 .7 378.5 23.0 2.2 2200.3 561.74 一1022 .25

(出所)NFA資 料 。

NFAの 改革案が重要な政策課題 となって きた。

この問題を検討するために,ラ モス,エ ス トラーダ政権下で,ア ジア開発銀行による穀物

部門発展計画(GrainSectorDevelopmentPlan;GCDP)融 資の研究報告書や,USAIDの

財政的支援により農業省,NFAな どの要請で,"AcceleratingGrowth,InvestmentandLib・

eralizationwithEquity"(AGILE)報 告書が作成 された。そこでは,NFAが,"Regulatory

Function;R機 能"(農 家や生産者が適切 な報酬を受け取れるような穀物支持価格の設定,穀

物シーズン前に収穫予想に基づ き穀物支持価格を公表する,流 通業者の監視,民 間業者 ・農

家の保有する在庫量把握等)と"ProprietafyFunction:P機 能"(穀 物の国内買上,輸 入,

穀物の在庫管理 ・輸送,穀 物在庫の販売等)を 兼ねることは,市 場を規制する立場 にある機

関が同時に市場の取引主体 となることを意味するため,こ れを分離(い わゆる`デ カップ リン

グ)し,非 効率といわれる後者の機能を民営化 し効率化する案が提案された。

これらの案を含めて,NFA改 革案 としては,以 下の4案 が提示された。

A)NFAのR機 能,P機 能を分割せず に,米,と うもろこし,砂 糖,肥 料 に対象 を限定 し,

国内の価格を安定させ,米 を独 占的に輸入する権限をNFAに 与え,市 場に介入 させなが ら,

運営面,財 政面での効率性を高める。

B)案 と同様,機 能分割せずにNFAの 効率化を図 るが,政 府の財政赤字や政府介入の非効

率性を考慮 し,介 入する対象を米 に限定する。

C)GSDP案 で,NFAを 分割 し,R機 能については,農 業省管轄の食料安全保障を担当する

機関(GovernmentRegulatoryAgency;GRA)を 創設 し,P機 能にっいては民営化 を実施

するという内容。ただ し,民 営化に当たっては,政 府が49%を 越えない範囲で株式を保有す

る商事会社組織に再編 し,政 府 による補助は与 えない。食料の安定確保のために,GRAは,

NFAか ら分離 された商事会社や一般 の民間業 者 との間で契約 を結ぷ。契約 を結ぶ に当

たっては,競 争的にかつ食料の安定確保を効率的に実施で きるよう配慮する。この他の関連
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した政策,制 度改革 としては,a)市 場を活用 した価格の安定化を図る一方,貧 困層にター

ゲッ トを絞った食料のセーフティーネットプ ログラムを実施する,b)NFAの 国内籾調達制

度 を残 し,調 達価格 は生産費 と国際価格 を反映 した水準に設定する,c)国 内調達量は,NFA

の戦略的緩衝在庫量である国民消費量の30日 分を越えない量に設定する,d)透 明でタイム

リーな輸入量の決定方法を制度化す る,e)政 府が必要と認めた場合には,民 間部門の輸入

を認める,な どが提案されている。

D)AGILEコ ンサルタント案で,GSDP案 を基礎に,よ り市場原理の活用を重視 したNFA

の分割 ・民営化案 となっている。主な内容は,a)政 府による的確な需給予測にもとづ き必

要輸入量予測 を行い,価 格安定帯の範囲内に米価 を安定 させ るという,緩 衝在庫な き米の価

格安定化政策 を実施する,b)価 格安定化 に必要な米輸入量の的確 な予測 ・決定 ・公表,透

明で競争的な民間部門の参加を可能にする制度の確立 と実施,輸 入に参入する民間部門の監

視などのR機 能を担当す る"NationalRiceBoard(NRB>"を 農業省に創設する,d)NRB

には,緊 急事態に対応で きるよう米の輸入 を民間業者 に割当て,国 内調達について も民間業

者に支持価格での調達を委託する権限を与える,e)他 の省庁 と重複するNFAの 機能を移

譲する,f)R機 能は完全に民営化する,9)NFA改 革 と関連 した政策,制 度改革 として,

貧困層にターゲ ットを絞 った食糧補助政策の実施,道 路や潅瀧施設などの農村インフラ整備

への補助,技 術の改善と市場取引の効率化を図る,な どである。

3フ ィリピン米の国際競争力

フィ リピン政 府の米生 産 につ いての認識 は,AFMAや ユ999-2004DevelopmentPlanに

見 られ るように,生 産性 が低 く国際競争力 を持 たない,と い うこ とであ り,こ れが現行 コメ

政策 の一 っの論拠 となって いる。

フ ィ リピン米の国際競 争力 につ いての既往研究 は,80年 代 後 半以降,そ れが失われ て きて

いるこ とを示 している(BauliaandDavid[1995],Estudilloetal.[1999])。

実 際,す でに表2で 示 した よ うに,1980年 代 後半以 降,通 貨危機 までの時期 において,国

内価格が国際 価格 を大 き く上 回 り名 目保護 率 は正の値 を示 してい る。 しか しなが ら,こ れ は

あ くまで過大評価 され た為 替 レー トを使用 した場合 の結 論で あ り,過 大評価 を是正 した場 合

には この限 りでは ないか も しれ ない。また,上 述の既往 文献 においては,関 税 に よる為 替 レー

トの歪 み は是正 され てい るものの,そ れ以外 の要因 に よる為 替 レー トの歪み は是正 されて い

ない。

この点 を,国 際競 争力の一指標 で ある,"DomesticResourceCost(DRC)"を 用 いて確 認

してみ よう。

DRCと は,国 内資源 の利用 に よって どれ だけ外貨 を節約 で きるか を計 ることに よって国 際



DRC=(生 産 物の シ
ャ ドー ・プ ライス)一(貿 易財 の生産 物一単位 当た り費用)

そ して,DRC/ShadowExchangeRate>1な ら ば,国 際競 争 力が無 く,DRC/Shadow

ExchangeRate<1な らば,国 際競 争力が有 ると判断 す る。ここで,ShadowExchangeRate

(以後,SER)と は,外 国為 替の需給 をバ ラ ンス させ るよ うな限界的為替 レー トの ことで あ る。

本稿 では まず,過 大評価 された名 目為替 レー トを用 いて90年 代 におけ るコメのDRCを 推

計 し,こ れ と比較 した。表7に 示 され た結果 は,通 貨 危機 までは,大 き く1を 上 回 り,通 貨

危機 以降 は,ほ ぼ1に 等 しい,と い うこ とを示 してい る。 この結果 は,90年 代 中頃 まで につ

いての既往研 究の推計結果 と整合 的で ある。 しか し,通 貨危機以 降1に 低下 してい るこ とは,

為 替 レー トの過大評価が,こ の指 標 に影響 して いるこ とを示唆 してい る。

通常,SERの 推 計 に当たって は,簡 便 法 として以下 の ような"ConversionFactor(SCF)"

を利 用す る。

SER=OfficialExchangeRate/SCF

こ こ で,SCF=(M十X)/M*(1十Tm)十X・(1-Tx)

M;輸 入 額,X;輸 出 額,Tm;輸 入 関税率,Tx;輸 出 関税率

しか し,フ ィ リピンの ようにペ ソの過大評価 が関税 による為替 レー トの歪 みだ けで は説 明

で きないよ うな場合(マ ク ロ経済 政策や イ ンフレが為 替 レー トに影響 す るよ うな場 合)に は,

為 替 レー トの過大評価 を十分是 正で きる ような他 の方法 を用 い る必要が ある。 そ こで,本 稿

競争力を測ろうとするもので,以 下のように定義される。

(非貿易財の生産物一単位当た り費用)

表7DRCの 推計結果

為替 レー ト(ペ ソ/ド ル) DRC/為 替 レー ト

均衡実質 レー ト 均衡実質 レー ト

公 定 (弾 力 性 ア ブ。ロー チ) (弾 力 性 アブ.ロ ー チ)

年 レー ト
εM=-2.0 εM=-0.5 εM=-0.1

公定 レー ト/SCF

εM=-2.0 εM=-0.5 εM=-0,1

εx=1.0 εx;1.0 εxニ1.0 εx=1.0 εx=1.0 εx=1.0

1992 25.51 30.02 32.20 36.30 0.85 0.54 0.49 0.43

1993 27.12 32.01 34.82 40.11 1.08 0.65 0.59 0.50

1994 26.42 31.97 34.99 40.67 1.14 0.66 0.59 0.49

1995 25.71 30.17 32.68 37.41 1.08 0.64 0.58 0.50

1996 26.22 30.85 33.67 38.97 1.33 0.76 0.68 0.57

1997 29.47 33.80 36.28 40.95 1.19 0.71 0.65 0.56

1998 40.9 44.91 45.36 46.24 0.97 0.61 0.60 0.58

(出 所)コ メ の 国 際 価格:BAS[1997〕,WorldBankCommodityPriceData.(Thai35%broken,FOB,Bangkok).

公 定 為 替 レー ト:BankoSentralngPilipinas,"SelectedPhitippineEconomicIndicators".

SCF:BankoSentralngPilipinas,1998AmualReportStatisticalBulletin,資 料 よ り筆 者 計 算 。

コ メ生 産 費;BAS,ProductionCostsandRetumsSurvey .,各 年 。

CPI;BankoSentralngPilipinas,op.cit.,USDepartmentofCQmmerce,"SurveyofCurrentBusiness",

(注)均 衡 実質 為 替 レー トは,均 衡為 替 レー トに(国 内物 価 上 昇 率/合 衆 国物 価 上 昇 率)を 掛 け た値 で あ る。



表7DRCの 推計結果(続 き)

実質為替 レー ト決定方程式によって推計 された均衡実質為替 レー トのケース
年

均衡 実質為替 レー ト(ペ ソ/ド ル) DRC/均 衡 実質為替 レー ト

1992 33.89 0.47

1993 28.24 0.77

1994 27.34 0.80

1995 27.13 0.74

1996 28.60 0.82

1997 32.13 0.81

1998 37.01 0.87

(注)実 質 為 替 レ ー ト決 定 方 程 式 の推 計 結 果 は以 下 の とお りで あ る。

LN(実 質 為 替 レー ト)=1.2438+0.4582LN(名 目為 替 レー トの 変 化)+O.0640LN(交 易 条 件 指 数 》

(0.0448)(0.0951)(0.0457)

-o
.1592LN(1十 輸 入 関 税 率)-1.1113(貿 易 赤 字/GDP)

(-O,0150)(-0.0737)

自由 度修 正 済 み 決 定係 数:0.8653,標 本 数:24,自 由 度:19

括 弧 内 は標 準偏 差 を示 す 。

資 料:BankoSentralngPilipinas,1998AnnualReportStatisticalBulletin.

では,均 衡実質為替 レー トを推計 す る。

均衡 実質為替 レー トを推計 するため に用 い ちれ る方法 には,様 々な方法が考案 されてい る

が,本 稿 では,デ ータの入手可能性 よ り,a)Medallaetal.[1995]に よ る実質為替 レー ト

の推 計法 を援 用 す る方法 と,b)弾 力 性 アプ ローチ に よる方法(SadouletanddeJanvry

[1995]参 照)と を採用 す る。

a)の 方法 は,実 質為 替 レー トが,他 の 国 との交易条 件,貿 易政策,経 常収支 お よび名 目為

替 レー トの4要 素 によって決 定 され るとい う理論仮 説 に もとづ き(Edwards[1989]),以 下

の ような回帰 式 を用 いて実質為 替 レー ト決 定方程式 を推 計 し,こ れ よ り均衡 実質為 替 レー ト

を推 計 し,為 替 レー トの過大評価 を計測 しよう とい うもので あ る。

LN(実 質 為替 レー ト〉=ev。+ai・LN(名 目為 替 レー トの変化)

+α2・LN(交 易 条件指数)+α3・LN(輸 入 関税率)+α4・(経 常赤字/GDP)

こ れ に対 して,b)の 弾 力性 アプ ローチ にお ける均衡 実質 為替 レー トとは,あ る許容 可能な

貿易不均衡D*の 水準 で決定 され る実質為替 レー トと定義 され る。 もし,実 際の貿易収支 の

水 準 がD*を 上 回れば,観 察 された実質為替 レー ト(RER)は 均 衡 実質為 替 レー ト(RER・)

よ り大 きい。均 衡為替 レー トにおけ る輸 出額E串 お よび輸 入額M*は,観 察 され た輸 出額E,

輸 入額Mと 輸 出弾力性 εE,輸 入弾力性 εMよ り,以 下の よ うな式 よ り計算 され る。

E-E*IE;εE(RER-RERつ/RERM-Wニ εM(RER-RERつ/RER

この 式 と,D-D'=(M-M")一(E-Eつ よ り,均 衡実質為 替 レー トは,実 質為替 レー ト,貿

易収 支,許 容 可能な貿易収支不均衡D*,観 察 された輸 出額,輸 入額,輸 出弾力性,輸 入弾力
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性 の関数 と して表 され る。

RER零=RER[1十(D-D*)/(εEE一 εMM)]

こ の 方法 を用 い る場合,ぴ の水準 お よび輸 出弾 力性 と輸 入弾 力性 をいか に設 定す るかが,

常 に問題 となる。

D準 につ いては,GarciaandLlamas[1989]に 従 い,各 年度 のGDPの2%の 水 準 を仮 定

す る。 また,輸 入弾 力性 εMに つ いては,-0.1か ら 一2.0の 範 囲 を,輸 出弾力性 εEに つ い

ては1を 仮 定 して推計 す る(SadouletanddeJanvry[1995],KhanandOstry[1992])。

DRCを 推 計 す るため には,`shadowprice'の 推 計 が重要 なポイ ン トにな る。 ここでは,

BASの"ProductionCostsandReturnsSurvey"(生 産 費調査)の 結果 を基本 デー タと して

利 用 してい る。`Shadowwage'に つ いては,最 低賃金法 が農村賃金 の水準 に影響 して いない

こ とか ら,農 業雇用労働 の市場賃金率 を用 いて いる。`Shadowlandrent'の 推 計 方法 と して

は,a)農 地 の機 会 費用 を用 い る方法,実 際 に支 払われ た小作 料水準 を用 い る方法(Hert

andLacsina[1976]),b)コ メ の`shadowprice'か ら土地 以外 の生産 要素の`shadowprice'

で 評 価 した費用 を差 し引いた剰余 を用 いる方法(Baulia・lnocencioandDavid[1995]),c)

1972年 農 地 改革以降,小 作料 の水準 に上限 が設定 されたため,農 地 改革以前 におけ る分益 小

作料 率 を収穫 量 に掛 けた小 作料 を`shadowrent'と して用 い る方法(Estudilloetal.[1999])

な どが採用 されて きた。a)の 方法 につ いては,こ こで用 い るデ ータが全国の平均値 であ るた

め,全 国の農地 の機 会費用 の平均値 を得 るこ とが 困難 で ある とい う問題 が ある。b)に つい て

は,農 家間 での生 産効率 の格差 が大 きいこ とを考慮 す る と,剰 余の 多 くの部分 は経営 者能力

に帰属 すべ きもの と考 え られ ることか ら(Fukui[1993]),剰 余 を農地 の帰属 価格 とす ること

は不 適切 で ある と考 える。c)の 方法 も,分 益小作 制度 が多 くの場合,地 主 と小作農 との間

のパ ー ソナ ル な関係 に依 存 して採 用 され てい る とい う事 実 を考 慮す る と(Sadouletet .a1.

[1997]),分 益 小 作料 が経済合 理的な市場原理 に よって成立 して いる とい う考 え方 には無 理

が あ る。 さ らに,農 地 改革 に よる小作料 の上限 は,種 子代,脱 穀 料,運 搬料 を差 し引いた後

の収穫量 の25%に 設 定 され てい るが,筆 者の,フ ィリピン最大 の コメ産地 で稲 作先進地 帯で

もあ るヌエバ ・エ シバ州 におけ る調査 に よると,現 実 に支払 われ る定額 小作料(市 場小作料

と考 え られ る)は,そ れ をはるかに下 回 る水 準(平 均15%程 度)で あ り,上 限 に張 り付 いて

いな い。 この こ とは,農 地改革法 で規定 されて いる小作 料の上 限が制約 とな って いないこ と

を示 してい る。以上 の考察 か ら,本 稿 では,現 実 の市場 小作料(定 額)を 農地 の'shadowrent'

と して使用 す る。水利 費 につ いては,現 実 の支 払 い水利 費 を用 いた。貿易財 について は,関

税 を差 し引 いた国境価格 を`shadowprice'と した。

以上 の諸点 を考 慮 して,1992年 か ら1998年 までの7年 間 につ いて,上 記二通 りの方法 に よ

り均衡 実質為替 レー トとDRCを 推 計 した。その推 計結果 は表7に 示 され てい る。これ に よる
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と,公 定為替 レー トとSCFで 評価 したSERで 競争力を推計 した場合,90年 代,通 貨危機ま

では,従 来主張 されてきたとお り,国 際競争力をすでに失 っており,か つ競争力は低下 して

いる,と いう結果が得 られる。 しか し,均 衡実質為替 レー トの推計値 を用い,か つ,品 質格

差 を是正 して,DRCと 比較すると,フ ィリピン米は,依 然,国 際競争力があるという結果が
ユ

導かれる。

また,使 用 されたデータ(BAS米 生産費データ)は,1991年 以降実際に調査されたもので

はな く,生 産係数に価格指数を乗 じて推計されている,つ まり,技 術進歩や効率性の改善は

ないもの と仮定されている。 ところで,先 のヌエバ ・エシバ州における聞き取 り調査による

と,1990年 から2000年 の10年 間で,籾 米の価格が77%上 昇 したのに対 して,化 学肥料は54%,

トラクターの賃借料 は60%の 上昇に留 まったが,労 賃は籾価格 より上昇率が高 く2倍 になっ

てお り,も し,土 地節約的あるいは労働節約的な技術進歩や生産効率性の改善が起 きていな

ければ,国 際競争力が低下 した可能性がある。フィリピン農村では,田 植機,コ ンバインの

導入のような労働節約的な技術進歩はいまだ時期尚早であるが,調 査地の農家は,優 良種子

の導入により収量 を高め病虫害による被害 を抑制する(ha当 た り10%程 度の収量増),従 来の

田植えを直播 きに変更する,田植え労働を日雇いから契約請負労働 に切 り替 える(ha当 たり,

3000ペ ソか ら1800ペ ソに費用 を節約),な どの方法により労賃の上昇に対応す ると同時に生産

効率 を改善 し,収 益性 を向上 させ たということであった。

このように,為 替 レー トの過大評価や実質労賃の上昇により見かけ上失われたかに見えた

フィリピン米の国際競争力 も,適 正な為替 レー トの もとでは,90年 代末の時点で,依 然失わ

れておらず,競 争力を維持 している可能性が高い。

4AFTA協 定 およびWTO体 制下におけるフィリピン ・コメ政策のゆ くえ

すでに述べたように,AFTA協 定,WTO次 期交渉,経 済 自由化路線の継続など,フ ィリ

ピン政府 を取 り巻 く環境 は,関 税化への大 きな圧力となっている。

しか し,一 方で,貧 困問題を軽視で きない政治的事情 と需要増加傾向の もとで90年 代 には

10年 間に4度 も前年度の生産 を下回るような作柄変動に直面 した というフィリピン米生産の

不安定性 とを考慮すると,政 府は緊急の際の安定供給のための政策手段 を保持 してお く必要

があり,そ のために,NFAに よるR機 能の役割 は重要であるとして,NFAの 分割 ・民営化

案に対する抵抗は依然根強いものがある。

また,農 民団体の一部指導者は,コ メ輸入依存度を高め国内生産者の生産意欲向上 を削 ぐ

ことになる,と して関税化に反対 している。

このような情勢のもとで,フ ィリピン政府は食用穀物生産拡大を目的 としてアジア開発銀

行(ADB)か らGSDP政 策融資を受けるため,そ の条件について現在協議中であるが,食 料
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政策の具体的内容について もそれを詰めざるを得ない状況にある。2002年3月 時点でADB

との間で合意 あるいは検討されている内容は,以 下のとおりである。

i)貧 困層に低価で米 を供給するというNFAの 仕事 を価格安定化の仕事 と切 り離 し,貧 困

層対策は別途,貧 困層200万 世帯 を対象にした 「食料補助セーフティーネッ ト計画」によって

行う。ただ し,NFAの 機能のうち,他 の省庁 と重複するR機 能 を移譲す るか否かについては,

NFA職 員組合が抵抗 してお り,実 現の見通 しが立っていない。

ii)米 輸入の民間参入を可能にする方向で制度改革が模索されているが,依 然 として,NFA

が従来はた していた,米 の貿易,国 内買入,在 庫放出機能の民営化は実施せず,政 府による

米の安定供給のための政策手段は保持 される。NFAに よる国内米の調達量は,そ の年の7月

1日 時点で,政 府輸入量を含めて30日分の緩衝在庫 に見合 う必要量を越えない量 に制限す る。

また,国 内調達価格の決定方法については,国 内籾生産費 と国際価格(マ ニ ラ売渡 し価格)

の加重平均 という案が有力である。

iii)米 の輸入については,輸 入量の決定を透明でタイム リ・一一にできるよう,法 令 を改正 し,

輸入量決定過程 については,毎 年の国内生産量 と消費量とを推計 しそのギャップ を予測 し,

必要輸入量 を大統領が決定する。

iv)米 輸入への民間業者参入については,以 下のような案が合意 されている。

米輸入に際 しては,国 民の30日 分の消費量に当たる戦略的緩衝在庫量を輸入割 当量か ら除

いた残量を,民 間業者が輸入で きるようにする。民間業者に輸入量 を割 り当てる際には,透

明で公平な入札形式で行 うようにし,落 札 した民間業者は輸入課徴金 を支払 う。輸入関税率

にっいては,輸 入数量制限実施時 と同 じ効果をもち,CIF価 格の50%を 越えない率,あ るい

は国際協定 と矛盾 しない関税率のいずれか低 い率を採用する。

v)よ り効率的に食料の安定供給が可能になるよう,NFA憲 章の改訂を検討する。

vi)最 低輸入数量については,WTO協 定 と矛盾 しない方法で,政 府の需給予測に基づ き決定

することで合意 されているが,2004年12月31日 までに輸入数量制限を撤廃 し関税に置き換え

る問題については,な お検討中で,米 輸入の関税化については,2002年3月 の時点で未定で

ある。

アロヨ大統領は,2002年1月 に,NFAに よるコメの輸入を禁止 し全面的に民間業者に委ね

ることを定めた大統領令を公布 した。しかし,NFAは 大統領に再考 を求めており,現 在のと

ころ議会の承認は得 られていない。

以上の ように,GSDPやAGILEで 提案されたNFAの 分割・民営化は承認されておらず,

民間輸入業者の自由な参入を認める米輸入の完全な関税化について も,2005年1月1日 から

実施されるか否かは不透明である。 また,貧 困層をターゲ ットに したコメの配給制度用に使

われるコメは,国 内米 を使用すると損失が生 じるため,安 価な輸入米 を使わざるを得ず,こ



の ことが,NFAに よるコメ輸入の必要性の論拠 とな りうる。

しか し,前 節で指摘 したように,フ ィリピン米は,現 在の低い国際価格のもとで,仮 に自

由化 し価格が下落 した としても,生 産費を償 える競争力を持 っている もの と考えられるし,

現在の国際市況のもとで関税化(実 施 される場合には,2005年 の関税率 を100%に 設定 し,2010

年までに50-70%に 引 き下げる案が有力)に 移行 した場合,国 内米価への影響は,当 面,軽 微

であると予想される。それゆえ,不 透明で政治的に利用 されやすい輸入割 当制や相当な財政

支 出を伴 うNFAのP機 熊を現在のまま存続 させることは,コ メの安定的供給システムの効

率化 という視点から妥当な政策ではないであろう。

したがって,コ メの輸入割当制 とNFAと が従来はたしてきた貢献を評価 し貧困層向けの

コメの安定供給 という社会政策を考慮 したとしても,フ ィリピン政府が進めようとしている

経済改革 と貿易の 自由化 を推進するためには,コ メ関税化 とNFAの 効率化が不可欠であり,

その場合に,改 革に対する抵抗勢力に配慮 し,ど のような政治的選択をす るかが,フ ィリピ

ン政府にとって当面の最重要政策課題 となろう。

注

1国 際価格 は低品質米(タ イ米35%砕 米 混入)の それを用いているのに対 して,国 内価格は中品

質米の価格 を用いていることを考慮 し,国 境価格は,タ イ米(35%砕 米 混入)国 際価格 を1.24倍

した値 を用いた。
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